
1 　概　　　　況

 (1)  総　括　事　項

（行政区域内人口に対する処理区域内人口の割合）は90.9％となり，前年度に比べ0.1ポイント増加した。

対する水洗化済戸数の割合は96.6％となり，前年度に比べ0.2ポイント増加した。

加等により，前年度に比べ82,386,886円の収入増（1.1％増）となり，総額で7,629,871,764円となった。

となり，総額で6,397,809,538円となった。

この結果，当年度の収支は，前年度に比べ84,812,710円増加し，1,232,062,226円の純利益を生じた。

建設改良事業については，下水管渠工事，宇賀浦中継ポンプ場自家発電設備工事等を予定どおり施行

した。

なお，下水管渠事業，ポンプ場事業，汚水処理施設事業および函館湾流域下水道事業費負担金で，合

わせて797,466,000円が建設改良費の繰越額となっている。

 (2)  経営指標に関する事項

汚水処理に必要な経費を下水道使用料で賄えている状況とされる100％を上回った。

（経営指標の推移）

令令和和４４((22002222))年年度度函函館館市市公公共共下下水水道道事事業業報報告告書書

令和４年度の処理区域内人口は220,495人となり，前年度に比べ3,139人減少したが，下水道普及率

また，水洗化区域内戸数は135,585戸，水洗化済戸数は130,922戸となり，水洗化区域内戸数に

事業収益については，使用件数の減少により下水道使用料が減少したものの，長期前受金戻入の増

事業費用については，企業債利息の減少等により，前年度に比べ2,425,824円の支出減（0.0％減）

令和 4 年度

令和４年度決算における経営成績について，経営の健全性を示す経常収支比率は，前年度に比べ

1.4ポイント増の119.3％となり，健全経営の水準とされる100％を上回った。

また，料金水準の妥当性を示す経費回収率は，前年度に比べ3.6ポイント増の136.1％となり，

一方，償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度に比べ1.2ポイント

増の50.1％，法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は前年度に比べ0.7ポイント

増の14.4％となり，今後も施設の計画的な更新を図っていく必要がある。

平成30年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度

136.1％

経 常 収 支 比 率 113.0％ 114.7％ 116.0％ 117.9％ 119.3％

経 費 回 収 率 120.1％ 124.1％ 128.0％ 132.5％

14.4％

有形固定資産減価償却率 44.7％ 46.0％ 47.4％ 48.9％ 50.1％

管 渠 老 朽 化 率 11.5％ 12.1％ 12.9％ 13.7％
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